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本研究では，路上における野菜の無人販売をモデルとしたプリペイド型簡易商店システムを用いる．先行研究
において本システムを仮設住宅に設置した結果，利用率が高く，仮設住宅の住民にとって有用であることが判
明した．仮設住宅は，2013 年 4 月の時点で岩手県では 319 地区存在しており，本システムを他の地区にも設
置し，運用する事は有用であるといえる．しかし，仮設住宅は各地区で生活スタイル等が異なるため，それぞ
れの地区独自の問題が生じる可能性が考えられる．そこで，本研究では，先行研究とは異なる問題が存在する
かどうかを検証するために，新たに岩手県釜石市唐丹町花露辺地区復興公営住宅に本システムを設置し検証を
行う．また，複数の復興公営住宅で同時に運用することを考え，本システムのネットワーク化についての提案
も行う． 
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1. はじめに 

 現在，東北では 2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震

災の影響により，多くの人々が仮設住宅での生活を余儀な

くされている．その上，被災地の仮設住宅周辺には，津波

で流されてしまい生活に必要なものを購入する場所が殆ど

ない．東日本大震災の影響により，食料品販売店舗から 

500m 以上離れた場所に暮らす人口の割合は，岩手県沿岸

市町村の場合，24.9 ％から 42.5 ～ 51.6 ％にまで増加し

ている[1]．また通院，通学，買い物等地域の生活に必要な

移動手段である公共交通機関などへの被害も大きく[2]，自

家用車を保有していない高齢者や障害を持つ住民にとって

不便な状況となっている．以上の要因から，沿岸地域で暮

らす多くの仮設住宅住民にとって，自由に買い物ができな

いという共通の問題がある． 

先行研究では，仮設住宅の住民が自由に買い物をできる

ようにプリペイド型簡易商店システムを岩手県宮古市赤前

仮設住宅に設置し，問題解決を図った．本プリペイド型簡

易商店システムとは，路上における野菜の無人販売をモデ

ルとしたシステムである．購入の際には現金の代わり，プ

リペイドカードとしてバーコードが印刷されているカード

を利用する．また，すべての動作をノート PC1 台とバーコ

ードリーダーのみで行うため，少ないスペースでの運用，

設置および撤収が容易なシステムである．加えて，先行研
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究での簡易商店システムは，購入クライアントと管理サー

バに分かれたクライアント・サーバ型システムであり，ネ

ットワークを利用して複数店舗を運用することが可能であ

る． 

本システムを仮設住宅に設置した結果，利用率が高く，

更にインタビュー調査の結果，「ちょっとしたものを買うと

きに便利」「もっと続いてほしい」といったコメントが寄せ

られ，本システムは赤前仮設住宅の住民にとって有用であ

ることが判明した[3]．仮設住宅は，2013 年 4 月の時点で

岩手県では 319 地区存在している[4]．しかし，仮設住宅は

各地区で生活スタイル等が異なるため，赤前地区仮設住宅

に設置したシステムを他の地区に設置した場合，それぞれ

の地区独自の問題が生じる可能性が考えられる．そこで，

本研究では，赤前仮設住宅とは異なる問題が存在するかど

うかを検証するために，新たに岩手県釜石市唐丹町花露辺

地区復興公営住宅に本システムを設置し，検証を行う．更

に，唐丹町においては将来，複数の復興公営住宅でのシス

テム運用を想定しており，それを実現するための本システ

ムのネットワーク化についての提案も行う． 

2. 先行研究  

プリペイド型簡易商店システムの先行研究について述べる． 

2.1 プリペイド型簡易商店システム 

佐藤[5]は，簡易商店システムのログ分析や利用者・管

理者からの意見，アンケート調査を行い，「利用者端末にお

ける GUI の機能不足」，「管理者不在時に入金ができない」，

「複数店舗の設置における管理者の手間」といった問題を
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明らかにした．利用者端末の新機能として，ログアウト用

バーコードと複数購入用バーコードを実装し，商品購入の

際の表示を見やすく改良することで，GUI の機能不足の問

題を解決した．また，利用者が各自で入金を行える機能と

して，利用者端末のそばに貯金箱型金庫と入金情報バーコ

ードを設置し，管理者不在時でも利用者が各自入金を行え

るようにした．さらに，システムをサーバ・クライアント

型に構築し，サーバで商品情報や利用者情報を一括管理す

ることで，複数の部屋に店舗を設置する際の管理者の手間

の軽減に成功した．課題として，商品管理機能の充実や入

金機能のセキュリティ強化，各種サービスの充実が挙げら

れている． 

2.2 仮設住宅におけるプリペイド型簡易商店システムの

社会実装 

東日本大震災によって，自由に買い物ができない問題を

抱えている住民が多くいることが判明した．理由として，

周辺の商店が津波で流されてしまい営業を停止したため，

遠く離れた市内まで行かなければ買い物ができなくなって

しまったこと，津波によって自家用車を失い，交通手段が

無くなってしまったこと，バスなどの公共交通期間の運航

本数が少なく，買い物に行っても，帰りの交通手段が無い

場合があることが挙げられる．また，岩手県立大学の周辺

には，コンビニやスーパー等の店が少なく，自動車等の交

通手段なしでは容易に買い物に行くことができない．その

ため，本研究室ではプリペイド型簡易商店システムの運用

を続けており，このシステムが仮設住宅での問題解決に応

用できるのではないかと考えた．そこで，佐藤[3]は岩手県 

宮古市赤前地区仮設住宅の協力のもと，仮設住宅の集会所

にプリペイド型簡易商店システムを設置し，4 週間の運用

を実施した．仮設住宅における問題の解決を図るとともに，

システムの利便性や課題を明らかにすることを目的とした

調査を行った．結果として，利便性を確認することができ

たが，利用者管理，商品管理の手間や，移動の手間によっ

て，管理者に対して大きな負担がかかる事や，購入者がシ

ステムの利用を敬遠する傾向が見られたことなどの課題が

明らかになった． 

2.3 仮設住宅におけるプリペイド型簡易商店システムの

遠隔管理 

前述の佐藤らの研究で明らかになった，管理者への大き

な負担を解決するべく，市川[6]らは，商品管理を遠隔で行

うこととした．仮設住宅にはネットワークが存在しないた

め，設置した PC に 3G コネクタを取り付けることで，サー

バをネットワークに接続し，管理者が大学からでも管理ク

ライアントの操作が行えるように実装した．大学側の管理

者は，商品の登録や商品在庫状況の確認，プリペイドカー

ド残高の把握を遠隔で行う．管理者は商品の登録後，商品

の郵送を行う．仮設住宅側では，現地の方に管理の一部を

委託した．郵送されてきた商品の陳列作業やプリペイドカ

ードの販売などの作業を分担することで，大学側の管理者

の負担軽減を図った．1 ヶ月あたりの大学側の管理者の作

業時間を先行研究と比較した結果，約 72%の作業時間短縮

が出来た．一方課題として，在庫管理の現金による購入へ

の対応，売上金の回収方法，インタフェースの改良が挙げ

られた． 

3. 関連研究・類似サービス  

プリペイド型簡易商店システムに関連する研究および類似

するサービスと，その利点・欠点等について述べる． 

3.1 産直システム 

農産地直売所（以下，産直とする）とは，生産者が消費

者に対して，商品を直接販売する場所である．複数の生産

者が 1 つの大きな施設で販売する産直では，次の 3 つの問

題を抱えている． 

1. 生産者は普段農業に従事しているため，店内の販売状

況がわからず，販売機会を損失する場合がある． 

2. 生産者が行う値付けや販売量の決定，出荷時刻といっ

た意志決定の際に必要な，店内の在庫状況や販売傾向の情

報が取得しづらい． 

3. 産直が都市部から離れた場所に多いため，消費者が来

店した際には，既に目的の商品が品切れを起こしている場

合がある． 

そこで，半澤ら[7]は，生産者毎の入荷の管理を行う入

荷管理システム，POS レジからの売上げ情報と入荷管理シ

ステムからの入荷情報を用いて在庫情報を生成する売上げ

管理システム，産直のイベントや生産者の紹介を行う販売

促進システムの 3 つから構成される産直システムを考案し

た．そして，葛西ら[8] は，産直システムに在庫情報を店

内の消費者に公開する棚位置管理システムと，遠隔地から

の在庫状況の閲覧に対応する機能を追加した販売促進シス

テムを構築し，実際に産直に導入した． 

3.2 移動販売 

移動販売とは，商品を自動車，例えばトラックの荷台や

マイクロバスに積み込み，一定の消費者が居住する地域を

巡回するという方法である[9]．人が集まりやすい場所で商

品を販売するのが特徴であり，消費者は移動の手間を掛け

ることなく買い物をすることができる[10]．また，生鮮食

品などにおいて，自身の目で見たり手に取ったりすること

で品質や鮮度を確認できることもメリットとして挙げられ

る．一方で，トラックの荷台やマイクロバスを用いるため，

商品の積載数に制限があることや，指定された時間でしか

販売を行わないため，消費者は必ずしも希望した時に買い

物ができるとは言えない． 

3.3 ネットスーパー 

販売店から遠く離れた地域に住んでいる人や，足が弱く

外出しづらい高齢者などに向けた販売サービスに，ネット

スーパーがある．ネットスーパーとは，Web サイトで注文
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を受け付け，即日または翌日に商品配送を行う，いわば「イ

ンターネット上のスーパーマーケット」である[11]．既存

の大手スーパーマーケットやコンビニエンスストアが実施

しており，食料品や日用品を主に取り扱っている[12][13]．

ネットスーパーを利用する利点として，重量のある米類な

どの持ち運びが困難な商品を自宅まで届けて貰えることや，

交通費を必要とせずに買い物ができるという点が挙げられ

る[14]．逆にデメリットとして，別途送料が掛かってしま

うこと，店頭で買い物をする際とは異なり，商品の実物を

手にとって選ぶことができないため，状態の悪い商品が送

られてきてしまう場合があることなどが挙げられる[14]． 

4. 復興公営住宅への設置 

4.1 設置までの経緯 

先行研究では，宮古市赤前地区仮設住宅に商店システム

を設置し，仮設住宅の住民にとって本システムが有用であ

ることが分かった．本研究では，別の地区の仮設住宅にシ

ステムを設置することで生じる問題点や，設置する商品の

ニーズの違いなどを検証することとした．そこで，釜石リ

ージョナルコーディネーター「釜援隊」所属の山口政義氏

の協力のもと，釜石市内の復興公営住宅への商店システム

設置の計画を行った．復興公営住宅では，住民それぞれが

生活する公営住宅の他に，共同施設として，広場や集会所

が設けられる．集会所は，集会室や物置，台所など複数の

部屋から構成されている．商店システムを設置するために

は，購入用の PC やディスプレイ，商品を陳列するスペース

の確保が必要となるため，公共の場である集会所での運用

が望ましい．また，集会所の利用には市町村，この場合釜

石市の許可が必要なため，山口氏に市への許可の申請を依

頼した．その結果，釜石市唐丹町花露辺地区復興公営住宅

の協力を得て，3 か月間の運用実験を行うことが決定した．

復興公営住宅の外観を図 4.1 に示す．花露辺地区復興公営

住宅は，釜石市の中心部から約 10Km 南に離れた唐丹湾に面

する花露辺地区の高台に位置している．市の中心部から離

れているうえ，高台を下る道が非常に曲がりくねっている

ため，買い物に出ることに不便さを感じる方が大勢いた．

世帯数は 100 で，その殆どの割合を高齢者が占めており，

外部へ出向いて買い物をすることに苦労を感じる方が多く

見られた． 

 

図 4.1 花露辺地区復興公営住宅[15] 

4.2 運用 

運用開始にあたり，平成 26 年 3 月 20 日と 4 月 19 日に花

露辺地区復興公営住宅において，住民を対象とした商店シ

ステムの説明会を行った．説明会では，住民の方々にシス

テムを実際に操作して頂き，購入手順をレクチャーした．

そして，4 月 28 日に商店システムおよび商品と陳列棚を設

置して運用を開始し，現在も継続中である．設置商品に関

しては，赤前仮設住宅と比べて子供の数が少なく，高齢者

の割合がより高いため，お菓子類の品目数を抑え，生活用

品を多めにしている． 

5. システム概要 

本章では，プリペイド型簡易商店システムの概要，利用

方法について述べる． 

5.1 システム構成 

赤前仮設住宅でのシステム構成を図 5.1 に示す．先行研

究では，仮設住宅に設置する商品を大学側管理者が購入，

郵送していた．それに対し，花露辺復興公営住宅では，山

口氏を現地側管理者とし，現地での商品調達を委託してい

る．また，赤前仮設住宅と同様，プリペイドカードの販売

や商品の陳列などの作業も分担した．花露辺復興公営住宅

のシステム構成を図 5.2 に示す． 

 
図 5.1：赤前仮設住宅のシステム構成 

 

 

図 5.2 花露辺復興公営住宅のシステム構成 
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また，管理作業については以下の通りに分担する． 

 大学側管理者 

 商品登録 

 カード番号登録 

 在庫の閲覧 

 現地側管理者 

 商品の買い出し・陳列 

 値札作成・貼付 

 カード販売 

現地側管理者は，商品購入後に商品情報を大学側管理者

へ送信する．大学側管理者はこれをもとに，3G ネットワー

クを通してサーバへアクセスし，登録作業を行う．登録作

業が完了した後，現地側管理者は商品の陳列および値札の

作成・陳列棚への貼付を行う．また，プリペイドカードに

ついては，大学側管理者がカード番号の登録と初期金額の

設定を行い，現地側管理者が定期的に花露辺地区復興公営

住宅を訪れ，カードの販売を行うこととしている．また，

3G コネクタの接続が切断されるなど大学側からサーバへ

のアクセスが不可能となった場合に備え，現地側管理者に

登録作業・在庫確認の手順等を示したマニュアルを配布し

ている． 

5.2 システムの設置環境 

実際にシステムを設置した際の環境を，図 5.3 に示す．

商品を陳列するスペースと購入操作を行うスペースの 2 つ

に分割し，購入を行うスペースには，システム稼働用の PC

およびディスプレイ，バーコードリーダー，購入画面の見

方や操作手順をまとめた利用者向けのマニュアルを設置し

た．購入スペースの実際の様子を，図 5.4 に示す．先行研

究における赤前地区仮設住宅では，現金での購入にも対応

するため，金庫型の貯金箱を設置していた．本研究におけ

る花露辺地区復興公営住宅では，プリペイドカードのみで

の購入としているため，貯金箱の設置は行っていない． 

 

図 5.3：設置したシステムの様子 

 

 

図 5.4：購入スペース 

 

5.3 システムの操作方法 

実際に商品を購入する際の操作方法について，説明する．

利用者は，あらかじめ管理者から現金と引き換えに買い物

用のプリペイドカードを購入しておく．実際に使用してい

るプリペイドカードを，図 5.5 に示す．プリペイドカード

にはバーコードとそれに対応する番号が記載されており，

カード番号はシステム内において，残金の管理に利用され

る．操作用ディスプレイには，待ち受け画面が表示されて

いる．待ち受け画面を，図 5.6 に示す．商品を購入するに

は，初めにカードに記載されたバーコードをバーコードリ

ーダーで読み込む．読み込みに成功すると，購入画面が表

示される．購入画面を，図 5.7 に示す．次に，利用者は自

分が買いたい商品を手に取り，その商品のバーコードをバ

ーコードリーダーで読み込む．この時，画面左下の「取り

消す」と記載されたバーコードを読み込むことで，直前に

読み込んだ商品を取り消すことができる．また，画面右上

の「最初の画面へ」と書かれたバーコードを読み込むと，

買い物の操作を中止し，待ち受け画面に戻ることができる．

最後に，画面右下の「購入」と記載されたバーコードを読

み込むと，プリペイドカードから代金が差し引かれ，購入

完了となる． 

 

図 5.5：購入用のプリペイドカード 
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図 5.6：システムの待ち受け画面 

 

 

図 5.7：購入画面 

 

本システムでは購入以外にも，カード残金の統合を行う

機能が搭載されている．この統合機能は，カード残金が中

途半端に残ってしまった場合（例：100 円の商品を購入し

たいが，カード残金は 80 円のみ），別のカードにその残金

を移し替えることが可能である．操作手順を以下に述べる．

まず，待ち受け画面下部の「カード残金を統合する方」と

記載されたバーコードをバーコードリーダーで読み込むと，

統合画面が表示される．統合画面を，図 5.8 に示す．次に，

利用者は統合したい 2 枚のカードのバーコードを読み込む．

最後に，画面右下の「統合決定」と記載されたバーコード

を読み込むと，2 枚のカードの合計残金が 1 枚のカードに

集約され，作業は完了となる．また，カードを読み直した

い場合には，画面下中央の「取り消し」と記載されたバー

コードを読み込むことで，最初からやり直すことができる．

画面左下の「最初の画面に戻る」と記載されたバーコード

は，読み込むと全ての操作を中止して待ち受け画面へ戻る

ことができる． 

 

図 5.8：統合機能画面 

6. 考察 

6.1 簡易商店システムのネットワーク化の提案 

現在，岩手県沿岸地域には多くの仮設住宅が存在してい

る．先行研究とは別の仮設住宅にシステムを設置した際に

どのような問題点が発生するかを検証すべく，今後は唐丹

町において，複数の復興公営住宅でのプリペイド型簡易商

店システムの運用を想定している．しかし複数店舗化に際

して，復興公営住宅ごとにサーバを構築し，商品の新規登

録やカード番号登録を行うことは，現地側管理者の負担増

加を招くおそれがある．効率よくシステムを運用するため

には，各復興公営住宅で共用のサーバが必要となる．そこ

で本研究では，プリペイド型簡易商店システムのネットワ

ーク化を提案する．システム構成を，図 6.1 に示す．各復

興公営住宅では LAN を構築し，大学側に設置したサーバへ

のアクセスを実現する．先行研究での 3G コネクタを用いた

通信は，設置した地域の電波状況に左右されるなど安定し

づらいことが判明したため，より確実な接続を確保するた

めには，LAN を用いることが最適ではないかと考えた． 

図 6.1 システム構成 

各復興公営住宅でサーバを共有することのメリットと
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して，商品の新規登録の手間の軽減が挙げられる．例を図

6.2 に示す．復興公営住宅 B が商品 A を仕入れたとき，そ

れ以前に復興公営住宅 A が商品 A を仕入れ，新規登録を行

っていたならば，復興公営住宅 B の管理者は新規登録を行

う必要がなくなる．加えて，復興公営住宅 B において商品

A の需要が低かった場合，在庫を復興公営住宅 A に回すな

どといった，商品在庫のより効率的な運用も可能となる． 

 

図 6.2：サーバの共有による手間の削減 

 

6.2 複数店舗に対応したプリペイドカード番号 

先行研究における赤前仮設住宅では，プリペイドカード

の番号は機械的に割り振られていた．本研究では複数箇所

でのシステム運用にあたり，プリペイドカードの番号（数

列）に意味を持たせることとした．図 6.3 に，その内容を

示す．プリペイドカードには，バーコードに対応した 10

桁の数列が記載されている．まず，初めの 3 桁の数字は，

市町村コードとした．これは，総務省指定のものを参考と

しており[16]，釜石市のコードは「211」である．その次の

2 桁の数字は店舗識別番号とし，花露辺地区復興公営住宅

は釜石市で最初の店舗なので，「01」とした．更にその次の

１桁の数字は，金額識別番号とした．カード残金の初期設

定額を，50 円，100 円，500 円，1000 円，5000 円，10000

円の 6 種類とし，小さい額から 1～6 の通し番号を割り振っ

た．花露辺復興公営住宅では，500 円と 1000 円のカードを

販売しており，図 6.3のカードの初期残金は 1000円となる．

そして末尾 4 桁の数字は，個人識別番号とした． 

 

図 6.3：カード番号の新たな形式 

7. おわりに 
先行研究では，宮古市赤前地区仮設住宅にプリペイド型

簡易商店システムを設置した結果，住民にとってシステム

が有用であることが判明した．本研究では，他の地域の仮

設住宅にシステムを設置した場合どのような問題が発生す

るのかを検証するべく，釜石市唐丹町花露辺地区復興公営

住宅でのシステム運用を開始し，現在も継続中である．ま

た，唐丹町内の各復興公営住宅への商店システムの設置・

運用に向けた，プリペイド型簡易商店システムのネットワ

ーク化に関する提案を行った． 

今後，各復興公営住宅で商店システムを運用していくに

あたり，システムが「住民の暮らしを支えるもの」である

ことをより前面に押し出していくべきだと考える．商店に

設置している食料品は，基本的に数ヶ月保存の利くもので

あるため，日用品と併せて「有事におけるストック」とし

ての活用が期待できる．更に，山口氏が商品調達の際にそ

のような点を強調したところ，業者の共感を得て安価で商

品を仕入れることができた．また，商品の品揃えについて

も，「買い物弱者である住民の代わりに商品を購入し，商店

に設置する」といった，利用者中心の売り場作りを目標と

する．上記のような住民の生活支援という面を強調するこ

とで，システムの利用率の向上や，多様な意見のフィード

バックを見込めるのではないか考える． 

今後の課題として，各復興公営住宅でのシステム運用や

商品の仕入れによる現地側管理者の負担を，より軽減する

方法の検討が挙げられる．解決策の一案として，商店シス

テムの構造の簡略化により，システム管理の負担軽減が見

込めるのではないかと考える． 
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